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気象庁の発表する主な防災気象情報 

情報の種類 情報の役割 

 気象警報 重大な災害の起るおそれのある旨を警告して行う予報。 

 気象注意報 災害が起こるおそれがある場合に、その旨を注意して行う予報。 

 気象情報 
気象等の予報に関係のある台風その他の異常気象等についての情報を発表するもの。 
警報や注意報に先立つ注意の喚起や内容の補完などの役割を持つ。 

記録的短時間 
大雨情報 

数年に一度程度しか発生しないような短時間の大雨を観測・解析したときに発表する情報。 

台風情報 
台風が発生した場合及び日本への影響が大きくなった場合において、台風の状況の周知と防災対策
の必要性を喚起するために発表する情報。 

土砂災害 
警戒情報 

大雨による土砂災害発生の危険度が高まった時、市町村長が避難勧告等を発令する際の判断や住民
の自主避難の参考となるよう、都道府県と気象庁が共同で発表する情報。 

 指定河川洪水予報 
河川の増水やはん濫などに対する水防活動のため、国土交通省または都道府県の機関と共同して、 
あらかじめ指定した河川について、区間を決めて水位または流量を示した予報。 

 竜巻注意情報 積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバースト等による激しい突風に対して注意を呼びかける情報。 

上記の他に、以下のような情報もある。 
 メッシュ形式の情報：土砂災害警戒判定メッシュ、雷ナウキャスト、竜巻発生確度ナウキャスト等、メッシュ形式

の情報で、当該現象もしくは災害の危険度や発生確度を示す情報。分布図の情報として防災情報提供システム等で
提供するほか、格子点値は 一般財団法人 気象業務支援センターを通じて民間気象事業者等にも提供している。 

 高温注意情報：気温の予測情報と合わせ、熱中症への注意を呼びかける情報 
 天候情報、異常天候早期警戒情報など、平年からの隔たりの大きな天候が見込まれる時に発表する情報 
 飛行場警報、海上警報など航空機・船舶向けの情報 
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※この他、大雨に関する情報として、数年に１度の猛烈な雨を観測（地上の雨量計による観測)したり、解析(気象レーダー
と地上の雨量計を組み合わせた分析)したときに、府県気象情報の一種として「記録的短時間大雨情報」を発表します。 

段階的な情報発表 

大雨注意報 

  大雨に関する気象情報 

  大雨に関する気象情報 

 大雨警報 
（土砂災害） 

  大雨に関する気象情報 

 土砂災害 
警戒情報 

約１日程度前 
  大雨の可能性が 
  高くなる 

半日～数時間前 
 大雨始まる 
 
  強さ増す 

数時間前 
 ～２時間程度前 

大雨が一層 
激しくなる 

被害の拡大が 
懸念される 

担当職員の連絡体制確立 
気象情報や雨量の状況を収集 
   
 
注意呼びかけ 
 （防災行政無線など） 
   
   
警戒すべき区域の巡視 

市町村の対応 

  気象情報に気をつける 
  テレビ、ラジオ、気象庁ホーム  
  ページなどから最新の気象情報 
  を入手 
  窓や雨戸など家の外の点検 
  避難場所の確認 
  非常持ち出し品の点検 

避難場所の準備・開設 
必要地域に避難準備 
（要援護者避難）情報発令 
応急対応態勢確立 

  避難の準備をする 
  危険な場所に近づかない 
  日頃と異なったことがあれば、 
  市役所などへ通報 

必要地域に避難勧告発令 
避難呼びかけ 
（防災行政無線・広報車など） 
必要地域に避難指示発令   避難場所へすぐに避難 

住民の行動 

洪水注意報   

警報になる可能性がある場合はその旨予告 

 大雨警報 
（浸水害） 

洪水警報 

 大雨の期間、予想雨量、警戒を要する事項などを示す 

警報・注意報に先立ち発表 

雨の状況や予想を適宜発表 

刻一刻と変化する大雨の状況を発表 

土砂災害の危険度がさらに 高まった場合に発表 

土砂災害 浸水害 洪水 

気象台が発表する気象情報 

気象台では災害をもたらす気象に対して予測の各段階に応じて防災気象情報を発表 
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大雨の場合 



   災害の種類 

 防災対応 
大雨による土砂災害 

大雨による浸水害 
（内水による浸水害） 

洪水害 

（外水による浸水災害） 

高潮害 

（高潮による浸水害） 

防災体制の立ち上げ 
（避難行動を要しない程度

の災害） 

大雨注意報 
 
 

大雨注意報 
 
 

洪水注意報 
 
 

高潮注意報 
 
 

避難準備情報 
(要援護者避難) 

大雨警報 
（土砂災害） 

 

大雨警報 
（浸水害） 

 

洪水警報 
 
 

はん濫注意情報 
 
 

高潮警報 
 

避難勧告 

土砂災害警戒情報 
 
 

はん濫警戒情報 
 
 

 大雨警報は、特に警戒すべき防災事項を「大雨警報（土砂災害）」、「大雨警報（浸水害）」、「大雨警報（土砂災害、
浸水害）」のように、括弧書きで表記しています（平成22年5月27日から）。 

 高潮の場合は、台風の接近に伴い風雨が強まり避難が困難になる場合が多いことから、避難準備情報と避難勧告の判断
目安を同じ高潮警報としています。 

 この表は「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン（平成17年3月内閣府）」を受けて気象庁が作成し、
地方自治体等防災関係機関へ説明の上、情報発表しています。 

気象台では、下表をベースに、市町村における避難勧告等の判断基準策定を支援しています。 

防災気象情報と避難勧告等の判断の目安（現在） （参考資料） 防災対応との連携 
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避難行動と直接結びつかない 

程度の土砂災害 

大雨注意報の 
土壌雨量指数基準 

（２～６時間程度） 

防災機関の待機
等に必要な時間
（１時間程度） 

降雨予測が一定の精度を確保で
きる時間＋伝達対応等の時間 

大雨警報の 
土壌雨量指数基準 

避難準備に必要
な時間 
（１時間程度） 

伝達、避難に必要な時間    

防災機関の 
待機等の目安 

避難行動と直接結びつか
ない程度の土砂災害も含
めて注意を喚起 

＜大雨注意報＞ 

＜大雨警報（土砂災害）＞ 
 避難準備情報（要援護者避難情 
 報）を支援 

＜土砂災害警戒情報＞ 
 避難勧告・自主避難を支援 

 土砂災害警戒情報： 
 避難に必要な時間を考慮し、土砂災

害発生の目安となる基準に達する前
に発表する。 
（時間は県毎に決めている） 

 大雨警報（土砂災害）： 
  要援護者の避難に必要な時間を考慮

し、統計的に、土砂災害警戒情報発
表基準の概ね1時間程度前に出現す
る土壌雨量指数の値を、大雨警報の
土壌雨量指数基準に設定し、その基
準を超える２～６時間前発表する。 

 大雨注意報： 
 統計的に、大雨警報の土壌雨量指数

基準の概ね１時間程度前に出現する
土壌雨量指数の値を、大雨注意報の
土壌雨量指数基準に設定し、その基
準を超える２～６時間前発表する。 

避
難
の
必
要
な
土
砂
災
害
発
生
の
目
安
と
な
る
基
準
（
C
L
）
に
到
達
す
る
時
刻
 

防災対応との連携 ｰ 土砂災害への警戒の呼びかけ 

大雨注意報発表 

大雨警報（土砂災害）発表 

土砂災害警戒情報発表 
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避難勧告や避難準備情報と結びつくタイミングで情報を発表 

（２～６時間程度） 

降雨予測が一定の精度を確保でき
る時間＋伝達対応等の時間 
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等RBFN出力値線 

土砂災害警戒情報の基準（CL）は、対象となる
土砂災害※が発生しない条件の上限の付近で設定 

土砂災害発生危険基準線 
（Critical Line） 

土砂災害警戒情報の発表基準設定の考え方 

土砂災害に関する防災気象情報の基準 基準の設定（土砂災害警戒情報の例） 

※対象とする土砂災害は都道府県・市町村と協議して定める 
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非発生降雨 

発生降雨 

発生降雨 
対象となる土砂災害が
発生したときの土壌雨
量指数と60分間積算
雨量の値 

下限値（特定の土壌雨量指数） 
先行降雨のない夕立等による空振
りの頻発を回避するために設定 

「国土交通省河川局砂防部と気象庁予報部の連携による土砂災害警戒避難基準雨量の設定手法」より
(平成17年6月 国土交通省河川局砂防部、気象庁予報部、国土交通省国土技術政策総合研究所) 

非発生降雨 
対象となる土砂災害が
発生しなかったときの
土壌雨量指数と60分
間積算雨量の最大値 

・ 



大雨警報の 
土壌雨量指数基準 

2～3時間後に基準を
超えると予想したとき 

大雨注意報の 
土壌雨量指数基準 

土砂災害警戒情報 
発表基準線 

土砂災害に関する防災気象情報の基準 土砂災害に警戒を呼びかける段階的な情報発表 
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大雨警報（土砂災害）： 
 要援護者の避難に必要な時間を

考慮し、統計的に、土砂災害警
戒情報発表基準の概ね1時間程
度前に出現する土壌雨量指数の
値を、大雨警報の土壌雨量指数
基準に設定し、その基準を超え
る２～６時間前に発表する。 

大雨注意報： 
 統計的に、大雨警報の土壌雨量

指数基準の概ね１時間程度前に
出現する土壌雨量指数の値を、
大雨注意報の土壌雨量指数基準
に設定し、その基準を超える２
～６時間前に発表する。 

土砂災害警戒情報： 
 避難に必要な時間を考慮し、

土砂災害発生の目安となる基
準に達する概ね２時間*以上前
に発表する。 
（*時間は県毎に決めている） 

・防災機関の待機 
・軽微な土砂災害 
 への注意 

・避難準備情報 
・災害時要援護者避難 

・避難勧告等 
・自主避難 

土砂災害警戒情報発表 

大雨警報（土砂災害）
発表 

大雨注意報発表 

60
分
間
積
算
雨
量 

土壌雨量指数 

予想 
（2～3時間後） 

実況 

土砂災害がいつ起きても
おかしくないエリア 



警報・注意報の対象とする災害 

 水害に関する警報は、その目安として「浸水家
屋」の規模（棟数）を用います。 

 警報対象災害の「浸水家屋」の規模は、防災機
関との調整を行い市町村毎に決めています。 

 注意報は、警報の対象としていない幅広い災害
（道路冠水、農地冠水等）も対象とします。 
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甲突川（同時値）

：警報対象外(浸水害なし)  ：警報対象外(浸水害あり)  

：警報対象
鹿児島市内の
1時間降水量 

甲突川の 
流域雨量指数 

● ： 対象災害あり事例 
× ： 対象災害なし事例 

① 雨量基準（大雨（浸水害）、洪水） 

② 複合基準（洪水） ③ 流域雨量指数基準（洪水）  

基準作成の考え方 

 基準には雨量と流域雨量指数を用います。 

 収集した災害・気象資料（1991年以降）をも
とに、災害捕捉率が高く、空振り回数の少ない
基準要素とその基準を算出します。 

 雨量基準や流域雨量指数基準のみで対象災害を
捕捉できる市町村は、複合基準を設定しない場
合もあります。 

 上流域に降る雨の影響が少ないと判断された市
町村は、流域雨量指数基準を設定しない場合も
あります。 

    ※ 指定河川洪水予報の予報区間については、水位予測 
  により警報・注意報を発表する。 

降った雨が低地や小河川であふれる
ことによる浸水の目安 

河川の氾濫により発生する
浸水の目安 

河川の増水により排水が悪
くなり発生する浸水の目安 

災害の発生状況と基準要素との関係を示す散布図の例 
鹿児島県鹿児島市における警報対象災害（床上5棟ないしは床下20棟以上の浸水害）
の有無の散布図 

基準の設定（洪水警報の例） 

洪水・浸水に関する警報／注意報の基準
は災害が発生したことのある最も低い値
に設定 

※対象とする災害は都道府県・市町村と協議の上定める 
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防災対応に必要な時間を考慮して事前に発表する。空振りは許容するが見逃しは許容しない 



台風第１７号に関する東京都気象情報 第１号 
 平成２４年９月２９日１１時２４分 気象庁予報部発表 
 
 （見出し）  
台風第１７号の接近に伴って、東京地方と伊豆諸島では、３０日夜から１日 
にかけて暴風や高波に警戒してください。また、大雨による土砂災害や低
地 の浸水、河川の急な増水やはん濫にも警戒してください。 
 
 （本文） 
 ［台風の現況］ 
 非常に強い台風第１７号は、２９日１０時には那覇市の西北西約４０キロ
の海上にあって、１時間におよそ２５キロの速さで北東へ進んでいます。 
 中心の気圧は９３０ヘクトパスカル、中心付近の最大風速は４５メートル、
最大瞬間風速は６５メートルで、中心の南東側２２０キロ以内と北西側１９
０ キロ以内では風速２５メートル以上の暴風となっています。 
  
［台風の今後の予想］ 
  台風は今後速度を速めて北東に進み、３０日夜には関東甲信地方に最
も接近する見込みです。 
［風・波の予想］ 
 台風の接近により、３０日は夜にかけて急激に風が強まる見込みです。
３ ０日夜から１０月１日にかけては非常に強い風が吹き、伊豆諸島の海上
では猛烈なしけとなるでしょう。 
 予想される３０日の最大風速（最大瞬間風速）は、東京２３区と伊豆諸島 
で２５メートル（３５メートル）、多摩地方で２０メートル（３５メートル ）の見込
みです。  予想される３０日の波の高さは、東京地方で３メートル、伊豆諸
島で９メートルの見込みです。 

警報や注意報に先立って現象を予告し、注意を呼びかけます。 

翌日に暴風や高波などのおそれがあることを呼びかけている。 

気象情報-1 警報や注意報に先立ち注意を喚起する府県気象情報 
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文章形式 図形式（ＰＤＦ形式） 



文章形式 図形式（ＰＤＦ形式） 

警報や注意報の内容を補完して現象の経過や予想、防災上の注意点を解説します。 

すでに大雨となっている上、引き続き大雨となるおそれがあることを呼びかけている。 

土砂災害や洪水の危険性が非常に高まっていることを呼びかけている。 

気象情報-2   警報や注意報を補完する府県気象情報 
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熊本県記録的短時間大雨情報 第４号 
平成２４年７月１２日０４時２３分 
熊本地方気象台発表 
 
 ４時熊本県で記録的短時間大雨 
 菊池市付近で約１１０ミリ 
 阿蘇市付近で約１１０ミリ 
 合志市付近で約１１０ミリ 

記録的短時間大雨情報とは 
府県内で数年に一度程度しか発生しないような短時間の大雨を、観測・解析したときに発表する情報です。 
大雨警報発表時に、現在の降雨がその地域にとって災害の発生につながるような稀にしか観測しない雨量で
あることをお知らせしています。 

気象情報-3    記録的短時間大雨情報 

 広い範囲の降雨事例 
(平成24年7月九州北部豪雨事例) １９８３年１０月１日 

昭和５７年７月豪雨および昭和５８年７月豪雨を契
機に、アメダスで累年順位の上位に入るような記録
的な1時間降水量を観測した時に「府県大雨情報」の
発表を開始 

１９８６年１１月２７日 
部外観測の雨量データの記録的短時間大雨情報への
使用開始 

１９９４年６月１日 
レーダー・アメダス解析雨量の記録的短時間大雨情
報への活用開始。 

１９９９年７月３０日 
ポケベル利用の便を考慮し電文形式の簡素化を行う。 

２００１年４月１日 
記録的短時間大雨情報の大幅な基準見直しを行う。 

２００３年６月２日 
解析雨量の３０分間隔化を開始。 

２００８年３月２５日 
国土交通省レーダーのデータを解析雨量の計算に利
用開始。 

２００６年３月１日 
解析雨量の格子間隔が１ｋｍに。 

富山県記録的短時間大雨情報 第１号 
平成２４年７月２０日１２時５２分 
富山地方気象台発表 
 
 １２時３０分富山県で記録的短時間大雨 
 高岡市高岡付近で約１００ミリ 

狭い範囲の降雨事例 

単位（mm/h） 

実施の経過 
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発表対象となる主な過去の事例 

基本的な考え 
 自治体だけでなく住民の危機意識を高めるような情報と

なることを目的として、現在の情報の改善を検討。 
 
・稀な状況であること（経験で判断してはならない）。 
・広い範囲で危機的な状況（他人事ではない）。 
・一過性の危険ではない。 

目安となる指標 
•過去に被害の大きかった台風や命名豪雨に相当する大雨で検証した
結果、指標として以下を使うこととする。 

50年に一度の状態を超過した5km格子が50格子存在する
状況かどうかを判断指標とする。なお要素としては、解析雨
量48時間積算、土壌雨量指数、流域雨量指数の3要素を用
いる。 

指標の実例 

５０年に一度の値を上回っている地域 
（左：解析雨量積算，中央：土壌雨量指数，右：流域雨量指数） 

記録的な大雨に関する九州北部地方（山口県を含む）気
象情報 第４号  
 平成２４年７月１２日０６時４５分 福岡管区気象台発表 
 
（見出し） 
熊本県の熊本地方と阿蘇地方、大分県の中部と西部を
中心に、これまでに経験したことのないような大雨になっ
ています。この地域の方は厳重に警戒してください。 
 
（本文） 
なし。  

気象情報-4   「記録的な大雨に関する気象情報」 

平成24年出水期から実施 
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情報例（平成２４年７月九州北部豪雨事例） 

発生年 原因 
死者・ 
行方不明者 

住家全
半壊 

住家浸水(床
上＋床下) 

2004 
「平成16年7月新潟・福島
豪雨」 

16  5,728  8,177  

2004 「平成16年7月福井豪雨」 5  199  13,657  

2004 台風第21号 27  893  20,816  

2004 台風第23号 98  8,836  54,347  

2005 台風第14号 29  5,113  13,207  

2006 「平成18年7月豪雨」 30  1,539  6,996  

2008 「平成20年8月末豪雨」 2  13  22,461  

2009 
「平成21年7月中国・九州
北部豪雨」 

36  154  11,872  

2009 台風第9号 27  1,313  5,619  

2011 
「平成23年7月新潟・福島
豪雨」 

6  1,071  9,025  

2011 台風第12号 98  3,538  22,094  

2011 台風第15号 19  1,610  7,840  
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流域雨量指数 

九州北部 中国～近畿 「九州北部豪雨」 東北 
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④ 

 ６月２７日から７月１７日の間に，再現期間50年以上の5km格子数が全国50格子に到達したのは，
①～④の4回 

 このうち「記録的な大雨に関する気象情報」を発表したのは③の一度 
 ①②の事例は５０格子を超過したときには降雨が間もなく終わる見通しだったために発表せず 
 ④の事例は③から引き続いていた降雨であったため発表せず 

運用開始日 

２０１２年 

「記録的な大雨に関する気象情報」 － 再現期間５０年を超えた格子数の推移 

② 
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土砂災害警戒情報 

大雨警報・注意報 

洪水警報・注意報 

6:23 

2 3 

記録的短時間大雨情報 注意報の発表期間 

警報の発表期間 

土砂災害警戒情報の発表期間 

土砂災害・浸水害 

2:40 

府県気象情報 

0:30 16:05 2:20 

5:53 2:55 

16:25 21:55 

0:30 16:05 
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（15日 03:30 解除） 
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（15日 05:47 警報から注意報へ） 
（15日 22:05 解除） 

（14日 22:06 解除） 

土砂災害 
10:55 

警報の可能性に言及 

熊本県阿蘇市阿蘇乙姫（アソオトヒメ）の降水時系列（アメダス）と阿蘇市対象の気象警報等 

「これまでに経験したこと
のないような大雨」と記述 

4 5 6 7 8 9 10 

3:28 6:22 
6:45 

8:45 10:21 
11:18 

11 12 

14:06 
11:47 16:32 

平成２４年７月九州北部豪雨での情報発表例 
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※黄色は「記録的な大雨に
関する気象情報」 



半日～１日前 

「気象情報」発表 
■「竜巻など激しい突風のおそれ」と明記 

数時間前 

「雷注意報」発表 
■落雷、ひょう等とともに、「竜巻」も明記 

０～１時間前 

「竜巻注意情報」発表 
■今、まさに竜巻の発生しやすい気象状況に 
  なっていることをお知らせ 

気象庁ホームページ 

都
道
府
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市
町
村 

国 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

民 

報道機関 

民間気象事業者 

防
災
関
係
機
関 

国土交通省 
防災情報提供センター 

竜巻発生!! 

竜巻発生確度 
ナウキャスト 

http://www.jma.go.
jp/jp/radnowc/ 

竜巻等突風に関する情報の流れ 

竜巻発生確度ナウキャスト 
（常時10分毎に計算） 
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2008年 
3月26日～12月31日 

2009年 
1月1日～12月31日 

2010年 
1月1日～12月31日 

2011年 
1月1日～12月31日 

2012年 
1月1日～9月30日 

適中率 
 （括弧内）は注
を参照 

9% (22%) 5% (31%) 5% (28%) 1% (19%) 3% (23%) 

捕捉率 
 [括弧内]はF1
以上の捕捉率 

24% [31%] 21% [67%] 34% [63%] 21% [20%] 33% [56%] 

発表数 172 128 490 589 424 

突風回数 
 [括弧内]はF1
以上の突風回数 

70 [13] 34 [6] 67 [8] 39 [5] 33 [9] 

適中率 ： 竜巻注意情報の発表数のうち、有効期間内に突風（竜巻、ダウンバースト、ガストフロント）の 
    発生が あった発表の数の割合。 

適中率の（括弧内） ：突風もしくはアメダスの最大瞬間風速20m/s以上のいずれかを対象県内で記録 

          した場合 を適中とみなし、その割合を示す。  

捕捉率 ： 実際に発生した突風回数のうち、竜巻注意情報が予測できた突風の数の割合。 

竜巻注意情報の精度 
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「防災気象情報の現状」のまとめ 

警報・注意報の内容を補完し、状況を把握してもらう情報として府県気象情
報、記録的短時間大雨情報等を発表している。また、今年度から「記録的な大
雨に関する気象情報」の発表を開始した。これは、自治体のみならず住民の危
機意識を高めることを目的としており、「平成24年７月九州北部豪雨」の際に
発表した。 

竜巻等突風に関する情報は、発生の可能性に応じて、段階的に気象情報を発表
している。なお、竜巻等突風だけでなく、落雷や降ひょう、急な強い雨を含め
た、発達した積乱雲に伴う現象全般に対する注意喚起と情報体系の改善が求め
られている。 

防災気象情報として、予告的な府県気象情報、警報・注意報、土砂災害警戒情
報を段階的に発表している。また、警戒の必要な地域を詳しく知ることができ
るメッシュ情報などの情報も提供している。 

雨に関する防災気象情報については、市町村の防災対応や住民の行動と結び付
くように位置づけ、利活用を呼びかけている。 

警報等の基準は過去の災害データと気象データの統計により決めており、基準
を超えると災害が発生し始める値であるため、結果として重大な災害は見逃さ
ないが、空振りは多い。 
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